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１．迷惑メールの現状①

迷惑メールの例①
（出会い系メール）

迷惑メールの例②
（お金儲けのメール）

From：×××＠ From：×××＠ 利 用 者

迷惑メールを送られることによる問題点

From ×××＠
example.com

日時：20１０/×/×

件名: 本当です！！

From ×××＠
example.com

日時：20１０/×/×

件名: 楽々サイドビジネ
スのご案内

利 用 者

・知らない人からメールが送信されてくる
ことにより、自分の個人情報が流出して
いるのではないかと不安になる。

・迷惑メールを削除するのが手間 等

男性の皆様、お待たせしまし
た！
http://www.example.com
△△△が完全書き込み無料サ

スのご案内

地域密着型で☆高収入☆
の誰でもできるお仕事で
す。いつでも好きな時間

事業者（ I S P）

・大量の電子メールの取扱いに係る設備△△△が完全書き込み無料サ
イトになりました。男性の書
き込みが増えて、出会いたい
女の子、Ｈな女の子に大人
気！今すぐアクセスしてね！

す。いつでも好きな時間
に、パチンコホールで指
定された台を打って出玉
を出すだけ♪

の増設、設備運用体制増強等のコスト
負担 等

正当な電子メール広告事業者
気！今すぐアクセスしてね！

http://www.example.com
お金に困っている方は

いますぐメールを
↓ ↓ ↓ ↓ ↓

entry@example.com

・広告をしても迷惑メールと間違われ、広
告の効果が上がらない。魅力ある事業
と映らない 等

entry@example.com
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１．迷惑メールの現状②

国内のＩＳＰ（インタ ネットサ ビスプロバイダ）が取り扱う電子メールのうち 迷惑メールの占める割合は７割弱国内のＩＳＰ（インターネットサービスプロバイダ）が取り扱う電子メールのうち、迷惑メールの占める割合は７割弱。
また、（財）日本データ通信協会によると、迷惑メールの携帯宛、ＰＣ宛比率は、４：６。

国内ＩＳＰにおける迷惑メール数・割合の推移
100%180,000

（億通／日）
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気 事業者 協 総務省

0%
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0

20,000

40,000
迷惑メール以外の電子メール数

迷惑メール数

迷惑メール比率（右目盛り）

迷惑メールの携帯宛、ＰＣ宛比率の推移

出典：電気通信事業者１５社※の協力により、総務省とりまとめ
※ KDDI株式会社、NECビッグローブ株式会社、株式会社ＮＴＴぷらら、イー・モバイル株式会社、株式会社インターネットイニシアティブ、株式会社ウ

ィルコム、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、関西マルチメディアサービス株式会社、株式会社ケイ・オプティコム、ソネットエン
タテインメント株式会社、ソフトバンクテレコム株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社、株式会社テクノロジーネットワークス、ニフティ株式
会社、ヤフー株式会社

2004年
ＰＣ着
３４％

携帯着
６６％
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2009年
ＰＣ着
５９％

携帯着
４１％

出典：（財）日本データ通信協会迷惑メール相談センター調べ（相談センターに寄せられた一般からの情報提供を分析したもの）



（財）日本データ通信協会の調査によると、国内着の迷惑メールについては、ＰＣ宛て、携帯宛てともに、９割以上
が海外発。

１．迷惑メールの現状③

ＰＣあて
日本着の迷惑メールの国内発・海外発の比率の推移
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5出典：（財）日本データ通信協会迷惑メール相談センター調べ（相談センターのモニター機で受信した情報を分析したもの）
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１．迷惑メールの現状④

日本着の迷惑メール発信国をみると、近年、減少傾向にあるものの、依然として中国発の割合が多い。

日本着の迷惑メ の発信国の推移 世界の迷惑メ 発信国ランキング日本着の迷惑メールの発信国の推移 世界の迷惑メール発信国ランキング
（2010年4～6月期）

ランク 国名 比率

１位 米国 15.2%
50%

60%

送信国比率推移
米国

中国

2010年7月

上位12カ国

２位 インド 7.7%

３位 ブラジル 5.5%

４位 英国 4.6%

５位 韓国 4 2%

40%

50% 中国

インド

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ

韓国

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ

英国
５位 韓国 4.2%

６位 フランス 4.1%

７位 ドイツ 4.0%

８位 イタリア 3.5%

20%

30% ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

ロシア

日本

ﾍﾞﾄﾅﾑ

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ

９位 ロシア 2.8%

１０位 ベトナム 2.7%

１１位 ポーランド 2.5%

１２位 ル マニア 2 3%

0%

10%

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

2007年 2008年 2009年 2010年
１２位 ルーマニア 2.3%

その他 40.9%

※日本：30位（0.77%）
出典：米ソフォス社

2007年 年 年 年

出典：（財）日本データ通信協会迷惑メール相談センター調べ
（相談センターのモニター機で受信した情報を分析したもの）
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１．迷惑メールの現状⑤

日本着の迷惑メールの内容をみると、出会い系サイト等の広告宣伝が約７割を占める。

日本着の迷惑メールの内容

20102010年年

上半期上半期
71.8％

出会い系サイト 物品広告

13.2％

投資
情報

5.2％

その他

8.8％

出典：（財）日本データ通信協会迷惑メール相談センター調べ（相談センターに寄せられた違反情報提供を分析したもの）

海外における迷惑メールの内容

20102010年年

66月期月期

インターネット

37％

各種製品

18％

金融

15％

医療

8％

その他

19％

ア
ダ
ル
ト

66月期月期
37％ 18％ 15％ 8％ 19％

出典：シマンテック マンスリーレポート（2010年6月）

3%
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１．迷惑メールの現状⑥

パソコンでの迷惑メール対策を行っていない利用者が約５割 携帯電話での迷惑メール対策を行っていない利パソコンでの迷惑メール対策を行っていない利用者が約５割、携帯電話での迷惑メール対策を行っていない利
用者が約３割となっており、迷惑メール対策があまり実施されていない。

迷惑メール対策

何らかの対策

を実施 36 4%
何も行っていな

い 48 2%
無回答
15 4%

平成21
年末

①パソコン
②携帯電話（ＰＨＳ，ＰＤＡを含む）

何らかの対策

を実施 53 9%
何も行っていな

い 30 7%
無回答
15 4%

平成21
年末

何らかの対策

を実施, 36.4%

何も行っていな

い, 48.2%

無回答

15.4%

平成20

年末

何らかの対策

を実施, 53.9%

何も行っていな

い, 30.7%

無回答

15.4%

平成20

年末

を実施, 37.8% い, 48.0% 14.2%年末

対策の内容（複数回答）

何らかの対策

を実施, 56.8%
何も行っていな

い, 28.1%
無回答
14.2%

平成20
年末

対策の内容（複数回答）

15.4

10.7

16.4
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メール指定受信拒否機能使用

アドレスを複雑化

（％）

26.5 

22.8 

27.6 

0  10  20  30 

メール指定受信拒否機能使用

アドレスを複雑化

（％）

3.9

2.1

12.9

3.3

2.0

メール指定受信機能使用

アドレスを一定期間で変更

平成20年末（ｎ＝3,579）

平成21年末（ｎ＝3,751）

14.4 

3.5 

24.5 

12.4 

3.5 

メール指定受信機能使用

アドレスを一定期間で変更
平成20年末（ｎ＝3,235）

平成21年末（ｎ＝3,251）

出典：平成21年通信利用動向調査（総務省） 8
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１１ 迷惑メールの現状迷惑メールの現状

２ 迷惑メール対策の現状

２－１ 迷惑メール対策の枠組み

制度的対応状 等制度的対応状 等２－２２－２ 制度的対応状況等制度的対応状況等

２－３２－３ 電気通信事業者等による自主的な取組の状況電気通信事業者等による自主的な取組の状況

２－４２－４ 技術的対応状況技術的対応状況

２ ５２ ５ 利用者への周知啓発の状況利用者への周知啓発の状況２－５２－５ 利用者への周知啓発の状況利用者への周知啓発の状況

２－６２－６ 迷惑メールに関する国際連携の状況迷惑メールに関する国際連携の状況

２－７２－７ 迷惑メール対策の総合的な実施機関迷惑メール対策の総合的な実施機関

３３ 基本的な検討の方向性（案）基本的な検討の方向性（案）３３ 基本的な検討の方向性（案）基本的な検討の方向性（案）
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２－１．迷惑メール対策の枠組み

これまで、迷惑メール対策は、以下の枠組みで検討・実施。

③技術的対策

⑤国際連携の推進

送信側 受信側迷惑メ 等 迷惑メ 等
送信者

送信側
ＩＳＰ等

受信側
ＩＳＰ等

受信者送信委託者

配信ＡＳＰ

迷惑メール等 迷惑メール等 迷惑メール等

迷惑メール等
迷惑メール等

迷惑メール等

②電気通信事業者等による自主的な取組

配信ＡＳＰ
事業者

迷惑メール等

①政府による効果的な法執行

④利用者への周知啓発

①政府 効果 法執行
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１１ 迷惑メールの現状迷惑メールの現状

２ 迷惑メール対策の現状

２－１２－１ 迷惑メール対策の枠組み迷惑メール対策の枠組み

制度的対応状 等２－２ 制度的対応状況等

２－３２－３ 電気通信事業者等による自主的な取組の状況電気通信事業者等による自主的な取組の状況

２－４２－４ 技術的対応状況技術的対応状況

２ ５２ ５ 利用者への周知啓発の状況利用者への周知啓発の状況２－５２－５ 利用者への周知啓発の状況利用者への周知啓発の状況

２－６２－６ 迷惑メールに関する国際連携の状況迷惑メールに関する国際連携の状況

２－７２－７ 迷惑メール対策の総合的な実施機関迷惑メール対策の総合的な実施機関

３３ 基本的な検討の方向性（案）基本的な検討の方向性（案）
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■ 特定電子メール法の歴史

２－２．制度的対応状況等①

2001年 携帯電話に着信する迷惑メールが社会問題化

2002年 特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（以下 「特定電子メ ル法」という）が成立・施行

2004年 迷惑メール（主にＰＣ発携帯電話あて迷惑メール）はなお深刻な問題

→特定電子メール法の改正法は、施行後３年以内（2005年6月まで）に、施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を

講ずる旨規定。

2002年 特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（以下、「特定電子メール法」という）が成立・施行

講ずる旨規定。

→ 総務省は、2004年10月7日、「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」を設置。

→ 「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」の報告書を踏まえて、刑事罰の導入を含めた特定電子メール法の改正案を、2005年3月国

2005年 特定電子メール法の改正（第一次改正）

会に提出。5月に成立し、2005年11月に施行された。

2007年 迷惑メールは依然として社会問題

→ 特定電子メール法の改正法は、施行後３年以内（2008年10月まで）に、施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を

講ずる旨規定。講ずる旨規定。

→総務省は、2007年7月24日に、新たに「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」を設置。

→「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」の報告書を踏まえて、オプトイン規制の導入等の迷惑メール法の改正案を

提 成 施

2008年 特定電子メール法の改正（第二次改正）

2008年2月国会に提出。6月に成立し、2008年12月に施行された。

→特定電子メール法の改正法は、施行後３年以内（2011年11月まで）に、施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を

講ずる旨規定。

2009年 特定電子メール法の改正（消費者庁設置に伴うもの）

→消費者庁成立を踏まえ、特定電子メール法について消費者庁との一部共管となる。
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２－２．制度的対応状況等②

■ 特定電子メール法の主な改正点

２００２年制定時 ２００５年第 次改正時 ２００８年第二次改正時２００２年制定時 ２００５年第一次改正時 ２００８年第二次改正時

【特定電子メールの範囲】
営利目的の団体・営業を営む個人が広告・宣
伝の手段として、個人が私的に利用している
メールアドレス宛に送信する電子メール

【特定電子メールの範囲の拡大】
企業等の事業用メールアドレス宛を追加

【オプトアウト方式による規制】
送信拒否の通知をした者に対し、特定電子

【オプトイン方式による規制】
・あらかじめ同意した者以外の者への特定電

メールの送信を禁止 子メールの送信の原則禁止
・あらかじめ同意した者について、同意が
あったことを証する記録を保存する義務。
・受信拒否者への再送信の禁止

【表示義務】
以下の事項を表示すべき義務
・特定電子メールである旨（表題部に「未承

【表示義務の改正】
以下の事項を表示すべき義務
・送信者の氏名・名称・住所特定電子メ ルである旨（表題部に「未承

諾広告※」と記載）
・送信者の氏名・名称・住所
・送信をしないよう求める旨の通知ができる
旨及びその通知を受けるための電子メールア
ドレス
・送信に使用した電子メールアドレス等

送信者の氏名 名称 住所
・送信をしないよう求める旨の通知ができる
旨及びその通知を受けるための電子メールア
ドレス等
・苦情、問合せ等を受けることができる電子
メールアドレス等　　　　　　　　　　等

【架空電子メールアドレスによる送信の禁止】 【架空電子メールアドレスによる送信の禁止】【架空電子メ ルアドレスによる送信の禁止】
自己又は他人の営業のために広告宣伝を行う
ための手段としての架空電子メールアドレス
に宛てた送信の禁止

【架空電子メ ルアドレスによる送信の禁止】
自己又は他人の営業のために多数の電子メー
ルの送信をする目的での架空電子メールアド
レスに宛てた送信の禁止

【措置命令】
義務に違反した場合には措置命令

【送信者情報を偽った送信を禁止】
送信者情報を偽った送信について禁止とし、
措置命令の対象とする

【措置命令等の対象の拡大】
措置命令、報告徴収等の対象に送信委託者を
含めた措置命令の対象とする。 含めた。

【電気通信役務の提供の拒否】
一時に多数の架空電子メールアドレスに宛て
た電子メールの送信がされ、電気通信役務の
提供に著しい支障を生ずる恐れがあるとき
は、その電子メールについて電気通信役務の
提供を拒否できる。

【電気通信役務の提供の拒否事由の拡大】
電子メールの送受信上の支障を防止するため
正当な理由があると認められる場合、その支
障を防止するために必要な範囲内で、電気通
信役務の提供を拒否できる。

提供 。

【罰則】
・措置命令への違反は、５０万円以下の罰金
・報告徴収懈怠等は、３０万円以下の罰金

【罰則の強化】
・措置命令への違反は１年以下の懲役又は
100万円以下の罰金に引き上げ
・送信者情報を偽った送信の禁止について、
直罰の導入

【罰則の強化】
法人に対する罰金額を100万円以下から
3000万円以下に引き上げ

【契約者情報の提供の求めの追加】
送信された電子メ ルにおける電子メ ルア

13

送信された電子メールにおける電子メールア
ドレス等の契約者に関する情報提供をプロバ
イダ等に求めることができる。

【外国執行当局への情報提供の追加】
特定電子メール法に相当する外国の法令を執
行する外国当局に対し、送信者の特定に資す
る情報の提供を行うことができる。



特定電子メール法の概要
送信者 送信委託者送信者 送信委託者

２－２．制度的対応状況等③

○○オプトイン規制オプトイン規制
－同意のない者への原則送信禁止－同意のない者への原則送信禁止
－同意の記録保存義務－同意の記録保存義務
－受信拒否者への再送信禁止－受信拒否者への再送信禁止

送信者・送信委託者送信者・送信委託者

措置命令措置命令 外国執行当局外国執行当局
立入検査立入検査受信拒否者 の再送信禁止受信拒否者 の再送信禁止

○表示義務○表示義務
○送信者情報偽装禁止○送信者情報偽装禁止
○架空電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽあての送信禁止○架空電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽあての送信禁止

指導・助言指導・助言

立入検査立入検査

報告徴収報告徴収

情報提供情報提供

※電子メールの送受信上の支障

役務提供役務提供
拒否拒否

申申 出出
※架空電子メールアドレスあ

送信者等の送信者等の
契約者情報照会契約者情報照会

消費者庁長官総務大臣

※電子メ ルの送受信上の支障
を防止するために必要な範囲内で
あると認められる場合

電気通信事業者電気通信事業者

※架空電子メ ルアドレスあ
ての送信が認められるとき

※オプトイン規制違反、表示義務
情報提供等情報提供等

登録・監督登録・監督

申申 出出

受信者受信者
違反、送信者情報を偽装した送信
が認められるとき

登録送信適正化機関登録送信適正化機関

１年以下の懲役または100万円以下の罰金（法人重課：3000万円以下の罰金）

主要な罰則主要な罰則

送信者情報を偽った送信送信者情報を偽った送信

架空電子メールアドレスあて送信
（電子メールの送受信上の支障を防止する

必要があると総務大臣が認めるとき）

架空電子メールアドレスあて送信
（電子メールの送受信上の支障を防止する

必要があると総務大臣が認めるとき） 同意のない者への送信同意のない者への送信

受信拒否者への送信受信拒否者への送信 表示義務違反表示義務違反

１年以下の懲役または100万円以下の罰金（法人重課：3000万円以下の罰金）
※総務大臣及び内閣総理大臣による命令の対象ともなる

総務大臣及び内閣総理大臣による命令。命令に従わ
ない場合、１年以下の懲役または100万円以下の罰
金法人重課：3000万円以下の罰金）

同意の記録義務違反同意の記録義務違反 総務大臣及び内閣総理大臣による命令。命令に従わない場合、100万円以下の罰金（法人重課：100
万円以下の罰金）
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措置命令措置命令

２－２．制度的対応状況等④

※2002年の特定電子メール法制定以降、計１５件の措置命令を実施。2008年12月のオプトイン規制導入後に実施した措置命令は９件。

措置命令措置命令

年度 件数 違反内容 年度 件数 違反内容

オ
プ

2002年度
(7月～)

１件 表示義務違反、再送信禁止
義務違反

2003年度 １件 表示義務違反

2004年度 １件 表示義務違反

オ
プ
ト
イ

2008年度
(12月～)

０件

2009年度 ６件 同意なく送信・・・２件
同意なく送信、表示義務違反･･･２件

同意なく送信 記録保存義務違反
ト
ア
ウ
ト
規
制
時

年度 件 表示義務違反

2005年度 １件 表示義務違反

2006年度 ０件

2007年度 １件 表示義務違反

イ
ン
規
制
時

同意なく送信、記録保存義務違反、
表示義務違反・・・２件

2010年度 ３件 同意なく送信・・・２件
同意なく送信、表示義務違反･･･１件

小計 ９件 （年平均5 14件）時
2008年度
(～11月)

１件 表示義務違反

小計 ６件 （年平均0.94件）

小計 ９件 （年平均5.14件）

特定電子メール法違反が疑われる者に対し、警告メール（行政指導）を送信（2008年12月から2010年8月までの間に、9,899件）。

特定電子メ ル法違反が疑われる者に対し 報告徴収を随時実施（2008年12月から2010年８月までの間に ２６者（のべ３５回） 実

報告徴収等報告徴収等

特定電子メール法違反が疑われる者に対し、報告徴収を随時実施（2008年12月から2010年８月までの間に、２６者（のべ３５回） 実

施。）

契約者情報の提供の求め契約者情報の提供の求め
迷惑メールの送信に係る電子メールアドレスやIPアドレス等の契約者情報を、電気通信事業者等に対し、随時照会。

（2008年12月から2010年８月までの間に、 ２７者（のべ１８４回）実施）
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２－２．制度的対応状況等⑤

警察による摘発警察による摘発
((送信者情報を偽って広告宣伝メールを送信したことによる摘発）送信者情報を偽って広告宣伝メールを送信したことによる摘発）

摘発年月 概要 判決内容摘発年月 概要 判決内容

2006年5月 千葉県警が東京都内の男性を逮捕 懲役８ケ月、執行猶予３年。法人については罰金80万円。

2006年8月 大阪府警が大阪市内の元会社社長
等を書類送検

元社長に罰金100万円、従業員１名に罰金50万円。
等を書類送検

2007年1月 千葉県警が東京都内の会社社長等を
逮捕

２名に懲役８ケ月、執行猶予４年。
１名に懲役６ケ月、執行猶予５年。
１名に懲役６ケ月、執行猶予３年。

2008年2月 警視庁が東京都内の男性を逮捕 懲役６ケ月 執行猶予３年2008年2月 警視庁が東京都内の男性を逮捕 懲役６ケ月、執行猶予３年。

16



１１ 迷惑メールの現状迷惑メールの現状

２ 迷惑メール対策の現状

２－１２－１ 迷惑メール対策の枠組み迷惑メール対策の枠組み

制度的対応状 等制度的対応状 等２－２２－２ 制度的対応状況等制度的対応状況等

２－３ 電気通信事業者等による自主的な取組の状況

２－４２－４ 技術的対応状況技術的対応状況

２ ５２ ５ 利用者への周知啓発の状況利用者への周知啓発の状況２－５２－５ 利用者への周知啓発の状況利用者への周知啓発の状況

２－６２－６ 迷惑メールに関する国際連携の状況迷惑メールに関する国際連携の状況

２－７２－７ 迷惑メール対策の総合的な実施機関迷惑メール対策の総合的な実施機関

３３ 基本的な方向性の検討（案）基本的な方向性の検討（案）
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３３ 基本的な方向性の検討（案）基本的な方向性の検討（案）



２－３．電気通信事業者等による自主的な取組の状況①

■ 迷惑メール追放支援プロジェクト

総務省は、2005年から、プロバイダ及び携帯電話事業者等と連携して、迷惑メール送信回線の利用停止措置
等の円滑な実施を促す「迷惑メール追放支援プロジェクト」を実施。援

迷惑メール追放支援プロジェクトの概要
総務省

迷惑メール①委託

迷惑メール送信者

プロバイダ

（財）日本データ通信
協会

③利用停止等
プ バイダ

モニター機

②受信した迷惑メールか
ら、送信側プロバイダを特
定

③報告
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２－３．電気通信事業者等による自主的な取組の状況②

■ ＩＳＰ、携帯電話事業者の主な自主的な取組

 利用停止等の取組 利用停止等の取組

自社の契約者から送信された迷惑メールに関する申告窓口を設け、迷惑メールの送信が確認された契約者に対して、利

用停止や契約の解除を実施。

 利用者への啓発

安全にインターネットを利用するための手引きの作成や、セキュリティベンダーのウイルス情報へ容易にアクセスできるリン

ク情報などをウェブに掲載することなどによる利用者啓発の取り組みを実施。

 迷惑メールフィルタの提供
迷惑メールの混入を防ぐため、迷惑メールフィルタを提供。
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迷惑 現状迷惑 現状１１ 迷惑メールの現状迷惑メールの現状

２ 迷惑メール対策の現状

２－１２－１ 迷惑メール対策の枠組み迷惑メール対策の枠組み

２ ２２ ２ 制度的対応状況等制度的対応状況等２－２２－２ 制度的対応状況等制度的対応状況等

２－３２－３ 電気通信事業者等による自主的な取組の状況電気通信事業者等による自主的な取組の状況

２－４ 技術的対応状況

２－５２－５ 利用者への周知啓発の状況利用者への周知啓発の状況２ ５２ ５ 利用者への周知啓発の状況利用者への周知啓発の状況

２－６２－６ 迷惑メールに関する国際連携の状況迷惑メールに関する国際連携の状況

２－７２－７ 迷惑メール対策の総合的な実施機関迷惑メール対策の総合的な実施機関

３３ 基本的な検討の方向性（案）基本的な検討の方向性（案）
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２－４．技術的対応状況①

【迷惑メ ル送信防止のための主な技術】

技術名 技術の概要

１．送信数制限 同一アカウントからの送信量を制御する方法

２ 送信トラフ ク制御 定期間内に送信されるメ ルの通数をＩＰアドレスで制御する方法

【迷惑メール送信防止のための主な技術】

２．送信トラフィック制御 一定期間内に送信されるメールの通数をＩＰアドレスで制御する方法

３．送信者認証(SMTP‐AUTH) 送信側のＩＳＰで、自社メールサーバからの送信時に、ＩＤとパスワードによる認証を行う方法

４．ＯＰ２５Ｂ
(Outbound Port25 Blocking)

ＩＳＰのメールサーバを経由しない動的ＩＰアドレス（インターネットに接続される度に割り当てられるＩＰアドレ
ス）からのメール送信を遮断する方法( g)

技術名 技術の概要

【迷惑メール受信防止のための主な技術】

１．キーワード（ブラックワード）
判定

メールのヘッダ及び本文中の特定のキーワードに合致するものを迷惑メールと判定する方法

２．送信元情報参照による判定 メールの送信元情報を参照し、迷惑メールであるかを判定する方法

ブラックリスト 迷惑メール送信元として知られるＩＰアドレスをまとめたリストからのメールを、迷惑メールと判定する
方法

送信ドメイン認証 自社のメールドメインから正しく発信されたメールであることを示す情報をＤＮＳを利用して表明する
ことにより、メール受信側で送信者情報が詐称されているかどうかを判断する方法より、 ル受信側で送信者情報 詐称されて る う を判断する方法

３．内容参照による判定 主にメールの内容を検査し、流通する迷惑メールから分析した情報に基づいて迷惑メールかどうか
を判定する方法

４．受信トラフィック制御 特定の送信元から一時的に大量受信した場合や、存在しないあて先を多く含むメールを受信した場
合等、迷惑メールの送信元である可能性が高い送信元からのメール受信に際し、トラフィック量を制合等、迷惑メ ルの送信元である可能性が高い送信元からのメ ル受信に際し、トラフィック量を制
御する方法
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２－４．技術的対応状況②

■ＯＢ２５Ｂ（Outbound Port25 Blocking)とは、発信元ＩＰアドレスが動的ＩＰアドレス（インターネットに接続の都度
ＩＳＰから割り当てられるＩＰアドレス）である場合に、当該ＩＳＰが設置する送信用メールサーバを経由せずに、受
信側メールサーバの２５番ポート（メールの通信であることを識別するために用いられる番号）に向けて行われ
るものを送信側のＩＳＰで遮断する方法。るものを送信側のＩＳＰで遮断する方法。

■2006年2月に、ＪＥＡＧがＯＰ２５Ｂに関するリコメンデーション（推奨）を発表して以降、ＩＳＰでの導入が進展。現
在、ＯＰ２５Ｂは、国内大手ＩＳＰの大部分で導入されており、導入するＩＳＰに呼応する形で、迷惑メール送信国
ランキングにおける日本の順位が顕著に下がっている。

■

ＯＰ２５Ｂの概要 ＯＰ２５Ｂの導入状況と日本のスパム送信国ランキング

055

OP25B実施ISP数
迷惑メール送信国ランキング

提供するメ サ バを経由

Internet
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出典：（財）日本データ通信協会資料及びソフォス社資料より作成



２－４．技術的対応状況③

■ 送信側 受信側の双方のメ サ バで導入する とにより 送信された電子メ の送信者情報のドメイ

■ 送信ドメイン認証

■ 送信側、受信側の双方のメールサーバで導入することにより、送信された電子メールの送信者情報のドメイ
ンが正規のものであるか検証できるようにする仕組み。送信ドメイン認証技術を導入することにより、受信者は
メールの実際の送信元をドメイン単位で確認し、例えば、信頼できる送信元からのメールだけを受信すると
いった対応が可能。

■ 送信ドメイン認証は 年 月に ＪＥＡＧが送信ドメイン認証技術に関するリ メンデ シ ン（推奨）を発■ 送信ドメイン認証は、2006年2月に、ＪＥＡＧが送信ドメイン認証技術に関するリコメンデーション（推奨）を発
表して以降、ＩＳＰでの導入が進展。

送信ドメイン認証（ＳＰＦ）の概要 送信ドメイン認証技術の普及率（送信側）

送信ドメイン認証技術の
概要

AA社社
（なりすまし）（なりすまし）

AA社と偽って社と偽って
送ってやろう！送ってやろう！

なりすましメーなりすましメー
ルは受け取らなルは受け取らな
い！い！

送信ドメイン認証（ＳＰＦ）の概要 送信ドメイン認証技術の普及率（送信側）

概要

AA社社
BB社社

確かにＡ社から確かにＡ社から
来たメールだ来たメールだ
わ！わ！

なりすまされるなりすまされる
おそれ無し！おそれ無し！

送信元ドメイ送信元ドメイ
ン詐称ン詐称

送信側
メールサーバ

受信側
メールサーバ

送信側メール送信側メール
サーバについサーバについ
て確認て確認

対策実施対策実施

対策実施対策実施
送信元送信元ドメドメ
イン確認イン確認

送信元送信元ドメドメ
イン確認イン確認

ＤＮＳサーバ

て確認て確認
出典：迷惑メール対策ハンドブック２０１０（迷惑メール対策推進協議会）

SPF(Sender Policy Framework):
送信ドメイン認証技術のうち、送信側DNSサーバに自ドメインに対す

るIPアドレスを記述し、受信側が送信されたIPアドレスとドメインを送信
側DNSサーバに確認することにより、認証を行うもの。
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側DNSサ バに確認することにより、認証を行うもの。
DKIM(Domainkeys Identified  Mail):

送信ドメイン認証技術のうち、公開暗号鍵技術を用いて送信ドメイン
の認証を行うもの。



（参考） ＪＥＡＧ（Japan Email Anti‐abuse Group)

万通／日

米国において、サービスプロバイダーやベンダーがビジネスの枠を超えて、迷惑メール根絶のための取り組みを始めていたことを参考と

し、日本においても、同じ目的の団体の設立が急務であると考え、技術的な見地から通信事業者やソフトウェアメーカー等が連携して具体

的な対策を実施・検討する団体として 2005年3月に JEAGが設立。

目目 的的

■ 構成員

構構 成成

的な対策を実施 検討する団体として、2005年3月に、JEAGが設立。

主な活動内容主な活動内容

■ 構成員

電気通信事業者、セキュリティベンダー、関係団体等３０社

■ JEAG Recommendation（リコメンデーション）の作成
迷惑メール対策を検討する事業者をはじめ、メールサーバを運営する管理者の参考とするため、導入時の課題に対する検討結果
や導入後の成果を、３つのリコメンデーション（「携帯Recommendation」、「Outbound Port 25 Blocking Recommendation」、「送信ドメイン
認証Recommendation」）としてまとめ 平成18年（2006年）2月に公開

主な活動内容主な活動内容

認証Recommendation」）としてまとめ、平成18年（2006年）2月に公開。

■ 講演活動
JEAGでの検討結果は、リコメンデーションとして発表しているが、その成果等を広く普及することを目的に総務省主催の研究会をはじめ
とした各種研究会や迷惑メールに対するカンファレンス等での報告や講演を実施。

■ 国際連携
JEAG 設立の動機となった国際的な迷惑メール対策団体である MAAWG と、相互協力関係を構築し、積極的にMAAWG会合に参加して

発表を行い、日本の迷惑メール状況や取り組みなどを報告。
JEAG は、アジアパシフィックの迷惑メールに関する連携の場であるAPCAUCE (Asia Pacific Coalition Against Unsolicited Commercial 
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( g
Email)の会合でも、日本での OP25B や送信ドメイン認証技術などの取り組みを積極的に紹介し、他国での導入の働きかけも実施。



１１ 迷惑メールの現状迷惑メールの現状

２ 迷惑メール対策の現状

２－１２－１ 迷惑メール対策の枠組み迷惑メール対策の枠組み

制度的対応状 等制度的対応状 等２－２２－２ 制度的対応状況等制度的対応状況等

２－３２－３ 電気通信事業者等による自主的な取組の状況電気通信事業者等による自主的な取組の状況

２－４２－４ 技術的対応状況技術的対応状況

２ ５ 利用者への周知啓発の状況２－５ 利用者への周知啓発の状況

２－６２－６ 迷惑メールに関する国際連携の状況迷惑メールに関する国際連携の状況

２－７２－７ 迷惑メール対策の総合的な実施機関迷惑メール対策の総合的な実施機関

３３ 基本的な検討の方向性（案）基本的な検討の方向性（案）
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３３ 基本的な検討の方向性（案）基本的な検討の方向性（案）



２－５．利用者への周知啓発の状況①

行政、事業者等において、迷惑メール対策等についてまとめた冊子、ＨＰ等を作成し、周知啓発。

迷惑メール対策ハンドブック2010
(迷惑メール対策推進協議会）

特定電子メールの送信の適正化等に
関する法律のポイント

(総務省、消費者庁、(財)日本データ通信協会）

あんしんBOOK
(NTTドコモ）

撃退迷惑メール
((財)日本データ通信協会）

ケータイあんしんBOOK
(ソフトバンクモバイル） 26

ａｕの安心サービス
(ＫＤＤＩ）



総務省ＨＰ (財)日本データ通信協会ＨＰ

２－５．利用者への周知啓発の状況②

ＪＥＡＧ(Japan Email Anti‐abuse Group)ＨＰ (財)インターネット協会ＨＰ
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■ (財)日本データ通信協会 迷惑メール相談センター

２－５．利用者への周知啓発の状況③

( )

一般利用者からの迷惑メールの相談受付、迷惑メールの情報提供などを分析し、特定電子メール法の違反送信者に対する措置や、

送信の停止に ながる情報提供を総務省 ＩＳＰ等に行うことを目的として 2002年7月に設立

目目 的的

迷惑メール相談センター活動内容

送信の停止につながる情報提供を総務省、ＩＳＰ等に行うことを目的として、2002年7月に設立。

アソシエーション参加事業者

迷惑メール受信者

（迷惑メール対策ソフトベンダー等）(4社) 

第三者への転送に同意された一般の
方からの迷惑メールを転送

年度累計:313,622件
電話相談
年度累計： 5,270件

迷惑メール相談センター
情報提供

年度累計：5,864,593件
うち違反情報: 
1,863,754件

追放支援プロジェクトに
基づく対応依頼

解約・利用停止

メール送信
違反確認・分析

ISP事業者年度累計：10,951件（958社)

違反状況等の報告 警告・措置命令

モニター受信機

チェーンメール転送受付
年度累計：44,203件

警告件数： 6 269件

総務省・消費者庁違反メールの情報提供
年度累計：61,209件

メール送信

年度累計：373,610件

警告件数： 6,269件
措置命令： 6件
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迷惑メール送信者

海外執行機関
各国制度に基づく対応



２－５．利用者への周知啓発の状況④

年度から 子供達のインタ ネ トの安全な利用のため インタ ネ トの「影 の部分に いての保護者 教職2006年度から、子供達のインターネットの安全な利用のため、インターネットの「影」の部分についての保護者・教職
員向けの講座を、総務省と通信業界等が協力して開催。その中で、迷惑メール対策についても周知啓発を実施。

事項 内容

e‐ネットキャラバンの概要

事項 内容

対象者 保護者・教職員等。要望があれば児童・生徒も対象

協力団体 通信事業者等民間団体（183社）、公益法人（11団体）等

認定講師 1,515名

講演内容 ケータイ依存、ネットいじめ、ネット詐欺、迷惑メールなど、
子どもに迫るネット危機の実態と、その予防／問題解決のも る ッ 危機 実態 、そ 予防 問題解決
ために家庭でどのようなネット安全教育を実施すればよい
かについて講演

実施件数 平成18年度： 453件
平成19年度：1 089件平成19年度：1,089件
平成20年度：1,208件
平成21年度： 624件
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■ (財)インターネット協会 迷惑メール対策委員会

２－５．利用者への周知啓発の状況⑤

■ (財)インタ ネット協会 迷惑メ ル対策委員会

万通／日

2004年に 迷惑メールの包括的な対策に取り組むため ＩＳＰ 一般企業 学識経験者からなる「迷惑メール対策委員会」を(財)インター

目目 的的

2004年に、迷惑メ ルの包括的な対策に取り組むため、ＩＳＰ、 般企業、学識経験者からなる「迷惑メ ル対策委員会」を(財)インタ
ネット協会内に設立。

構構 成成

■ 構成員

電気通信事業者、セキュリティベンダー、関係団体等２２社

構構 成成

■ 迷惑メール対策カンファレンス
メール管理者を対象とした「迷惑メール対策カンファレンス」を開催。

主な活動内容主な活動内容

■ 迷惑メール対策情報の提供
迷惑メール対策委員会のホームページで、迷惑メールの技術情報や法令情報などの解説記事を掲載。

■ 国際連携■ 国際連携
アジアパシフィックを中心とする民間の国際連携活動を実施。
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１１ 迷惑メールの現状迷惑メールの現状

２ 迷惑メール対策の現状

２－１２－１ 迷惑メール対策の枠組み迷惑メール対策の枠組み

２－２２－２ 制度的対応状況等制度的対応状況等

２ ３２ ３ 電気通信事業者等による自主的な取組の状況電気通信事業者等による自主的な取組の状況２－３２－３ 電気通信事業者等による自主的な取組の状況電気通信事業者等による自主的な取組の状況

２－４２－４ 技術的対応状況技術的対応状況

２－５２－５ 利用者への周知啓発の状況利用者への周知啓発の状況

２－６ 迷惑メールに関する国際連携の状況２－６ 迷惑メールに関する国際連携の状況

２－７２－７ 迷惑メール対策の総合的な実施機関迷惑メール対策の総合的な実施機関
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３３ 基本的な検討の方向性（案）基本的な検討の方向性（案）



２－６．迷惑メールに関する国際連携の状況①

【【多国間連携多国間連携】】

○ ロンドンアクションプラン（LAP: London Action Plan)
・主要国の迷惑メール対策執行当局が参加し、執行当局間の意思疎通や連携、官民対話の促進などを目的として2004年11月に合意

された行動計画であり、以後、同計画に基づき、継続的に活動。総務省から、定期的な電話会議や、物理的会合に参加。
・2009年10月に開催された会合に出席し、日本の迷惑メールの取組について説明・意見交換を実施

ボ 策

迷
惑
メ
ー
ル
対

○ ソウル‐メルボルン スパム対策の協力に関する多国間Mou
・アジア太平洋地域の迷惑メール対策執行当局が参加し、迷惑メールの削減のための協力を推進するために2005年4月に合意され

たMou（覚書）であり、以後、同覚書に基づき、各国の法制や、執行当局の取組について、情報交換を行うとともに、加盟機関間にお
ける執行協力に関する議論を行っている。総務省から、定期的な電話会議や、物理的会合に参加。2008年3月には東京で会合を開
催。

対
策
に
特
化
し
た
枠

○ 国際電気通信連合（ＩＴＵ：International Telecommunication Union）

・電気通信分野に関する国際連合の専門機関。電気通信技術の標準化を扱うＩＴＵ－Ｔにおいて、迷惑メール対策について議論。
・2009年4月に開催された世界電気通信政策フォーラムの成果文書において、迷惑メール送信者や技術的対策に関する情報交換の推

枠
組
み

進を合意。

○ 経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）
・2004年2月「スパムに関するワークショップ」を開催し、迷惑メールに対する多面的な方策の枠組みについて検討。

・2006年4月に迷惑メール対策の枠組みをまとめた「アンチスパム・ツールキット」を取りまとめ公表。

国
際
機
関
な

年 月 迷惑 ル対策の枠組みをま めた アンチ ツ ルキット」を取りま め公表。

○ アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）
・電気通信サブグループ等で迷惑メール対策について定期的に意見交換を実施。

○ アジア・太平洋電気通信共同体（ＡＰＴ）

な
ど
を
通
じ
た
取○ アジア 太平洋電気通信共同体（ ）

・アジア・太平洋地域の電気通信の開発促進、地域電気通信網の整備・拡充を目的とする国際機関。

・2009年5月に開催された政策・規制フォーラムにおいて迷惑メール対策について議論。

○ 日ＡＳＥＡＮ情報セキュリティ政策会議

・アジア地域におけるセキュアなビジネス環境の整備 安心・安全なＩＣＴ利用環境の構築に向けた地域的対応を目的として 2008年6

組

アジア地域におけるセキュアなビジネス環境の整備、安心 安全なＩＣＴ利用環境の構築に向けた地域的対応を目的として、2008年6
月に設置が合意された高級事務レベル会合。

・2009年2月に開催された第１回会合の成果文書において、迷惑メール等サイバー脅威への対応における連携の強化について合意。

・2010年3月にバンコクにて開催された第２回会合で、日・ＡＳＥＡＮの協力事項を定めた「連携枠組み」に一致。
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○ 米国

【【二国間二国間連携連携】】

２－６．迷惑メールに関する国際連携の状況②

○ 米国
・個別協議のほか、日米情報通信政策協議や日米規制改革イニシアティブにおいて、迷惑メール対策について意見交換。

○ カナダ
・ 2006年10月に迷惑メール対策に関し合意（共同声明）。日加情報通信政策協議等で迷惑メール対策について意見交換。

北
米

○ ＥＵ
・日ＥＵ定期協議（直近は2008年3月に開催）等で迷惑メール対策について意見交換。

○ 英国
・ 2006年9月に迷惑メール対策に関し合意（共同宣言） 日英定期協議等（直近は2008年1月開催）で迷惑メール対策について意見交換欧・ 2006年9月に迷惑メール対策に関し合意（共同宣言）。日英定期協議等（直近は2008年1月開催）で迷惑メール対策について意見交換。

○ フランス
・ 2006年5月に迷惑メール対策に関し合意（共同声明）。日仏定期協議（直近は2008年5月開催）等で迷惑メール対策について意見交換。

○ ドイツ

欧

州

・ 2007年7月に迷惑メール対策に関し合意（共同声明）。日独情報通信政策協議（直近は2006年9月開催）等で迷惑メール対策について
意見交換。

○ ブラジル
・2010年5月に第１回ブラジル－ジャパン アンチスパムワークショップを開催し、迷惑メール対策について意見交換。

南
米

○ オーストラリア
・日豪情報通信政策協議等で迷惑メール対策について意見交換。

中
ア
ジ

米

○ 中国
・2009年3月に迷惑メール対策に関する意見交換
・2009年5月にＩＣＴ協力に関する文書を締結。
・2009年8月に日中ＩＣＴ競争政策・規制制度セミナーでの迷惑メール対策に関する意見交換。

ジ
ア
・
オ
セ
ア
ニ

○ 韓国
・2009年5月に放送及び電気通信分野における協力に関する日本国総務省と大韓民国放送通信委員会との覚書き締結。
・2010年4月に迷惑メール対策に関する意見交換。

ア
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(財)日本データ通信協会において、中国、台湾、香港、ブラジルとの送信元ＩＰアドレスの交換を実施。

２－６．迷惑メールに関する国際連携の状況③

万通／日

送信元送信元IPIPアドレスの交換アドレスの交換 （財）日本データ通信協会（財）日本データ通信協会

相手国関係機関（相手国関係機関（※※）） ②②

①①

（モニター受信機を設置）（モニター受信機を設置）

情報提供情報提供
迷惑メール迷惑メール

迷惑メール迷惑メール③③ 情報提供情報提供

約款に基づく約款に基づく

④④

送信者送信者 ISPISPISPISP

約款に基づく約款に基づく
契約解除など契約解除など 約款に基づく約款に基づく

契約解除など契約解除など

送信者送信者

①（財）日本データ通信協会のモニター受信機で迷惑メールを受信①（財）日本データ通信協会のモニター受信機で迷惑メールを受信
②提供された迷惑メールの送信元ＩＰアドレスを分析し、中国発の場合は、送信元ＩＰアドレスを中国インターネット協②提供された迷惑メールの送信元ＩＰアドレスを分析し、中国発の場合は、送信元ＩＰアドレスを中国インターネット協
会（ＩＳＣ）に提供会（ＩＳＣ）に提供
③送信元のＩＳＰにＩＰアドレスを提供③送信元のＩＳＰにＩＰアドレスを提供
④送信元ＩＳＰにおいて 送信者との契約解除などの措置④送信元ＩＳＰにおいて 送信者との契約解除などの措置④送信元ＩＳＰにおいて、送信者との契約解除などの措置④送信元ＩＳＰにおいて、送信者との契約解除などの措置

※※２０１０年２０１０年８８月月現在、中国：中国インターネット協会（現在、中国：中国インターネット協会（ISCISC）、台湾：国家通信放送委員会（）、台湾：国家通信放送委員会（NCCNCC）、香港：電気通信管）、香港：電気通信管
理局（理局（OFTAOFTA）、ブラジル：）、ブラジル：CERT.brCERT.brとの間で交換を実施との間で交換を実施。。
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１１ 迷惑メールの現状迷惑メールの現状

２２ 迷惑メール対策の現状迷惑メール対策の現状

２－１２－１ 迷惑メール対策の枠組み迷惑メール対策の枠組み

制度的対応状 等制度的対応状 等２－２２－２ 制度的対応状況等制度的対応状況等

２－３２－３ 電気通信事業者等による自主的な取組の状況電気通信事業者等による自主的な取組の状況

２－４２－４ 技術的対応状況技術的対応状況

２ ５２ ５ 利用者への周知啓発の状況利用者への周知啓発の状況２－５２－５ 利用者への周知啓発の状況利用者への周知啓発の状況

２－６２－６ 迷惑メールに関する国際連携の状況迷惑メールに関する国際連携の状況

２－７ 迷惑メール対策の総合的な実施機関

３３ 基本的な検討の方向性（案）基本的な検討の方向性（案）
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■ 迷惑メール対策推進協議会

２－７．迷惑メール対策の総合的な実施機関

万通／日

迷惑メール対策の関係者間の緊密な連絡を確保し、最新の情報共有、対応方策の検討、対外的な情報提供などを行うことにより、効果

目目 的的

議

的な迷惑メール対策の推進を図ることを目的として2008年に設立。

構構 成成

■ 構成員

電気通信事業者、広告事業者、配信ASP事業者、セキュリティベンダー、関係団体、消費者、学識経験者、関係省庁等４７者

■ 座長等

構構 成成

■ 座長等

座長：新美育文 明治大学教授 座長代理：松本恒雄 一橋大学大学院教授

■ 事務局

（財）日本デ タ通信協会迷惑メ ル相談センタ（財）日本データ通信協会迷惑メール相談センター

初回会合（ / / ）にお 「迷惑メ 追放宣言 を採択 実務担当者による幹事会を設置し 実務的対応を検討

主な活動内容主な活動内容

■ 初回会合（2008/11/27）において、「迷惑メール追放宣言」を採択、実務担当者による幹事会を設置し、実務的対応を検討

■ 第２回会合（2009/10/2）において、「迷惑メール対策ハンドブック2009」を作成し公表。送信ドメイン認証技術の普及を図るため、ワー

キンググループを設置。

■ 第３回会合（2010/7/22）において、「迷惑メール対策ハンドブック2010」を作成し公表。さらに、「なりすましメール撲滅プログラム」及び

「送信ドメイン認証技術導入マニュアル」を作成し公表。
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１１ 迷惑メールの現状迷惑メールの現状

２２ 迷惑メール対策の現状迷惑メール対策の現状

２－１２－１ 迷惑メール対策の枠組み迷惑メール対策の枠組み

制度的対応状 等制度的対応状 等２－２２－２ 制度的対応状況等制度的対応状況等

２－３２－３ 電気通信事業者等による自主的な取組の状況電気通信事業者等による自主的な取組の状況

２－４２－４ 技術的対応状況技術的対応状況

２ ５２ ５ 利用者への周知啓発の状況利用者への周知啓発の状況２－５２－５ 利用者への周知啓発の状況利用者への周知啓発の状況

２－６２－６ 迷惑メールに関する国際連携の状況迷惑メールに関する国際連携の状況

２－７２－７ 迷惑メール対策の総合的な実施機関迷惑メール対策の総合的な実施機関

３ 基本的な検討の方向性（案）
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３．基本的な検討の方向性（案）

れま 状況を踏まえ 今後 迷惑 対策 方向性に関 以 視点 それぞれに ど

■ 迷惑メ ル対策の検討の枠組みについて ①政府による効果的な法執行 ②電気通

これまでの状況を踏まえ、今後の迷惑メール対策の方向性に関し、以下の視点のそれぞれについて、ど
のように考えるか。

■ 迷惑メール対策の検討の枠組みについて、①政府による効果的な法執行 ②電気通
信事業者等による自主的な取組 ③技術的対策 ④利用者への周知啓発 ⑤国際連
携の推進 に追加すべき事項はないか。

① 特定電子メール法について、オプトイン規制の導入等の改正を行い、それに基づく執
行をしてきているところ、さらに改正すべき点はあるか。

② 「迷惑メール対策推進協議会」の取組をはじめ、関係者による自主的な取組が行わ
れてきているが、それらの取組の方向性についてどう考えるか。

③ OP25B、送信ドメイン認証技術等の技術的対策について、現在の導入状況を踏まえ、
今後の国内・海外での普及の方向性についてどう考えるか。

④ 利用者側での迷惑メール対策が、より適切に行うことができるよう、利用者への周知
を強化するため、どのようなことが考えられるか。

⑤ 海外発の迷惑メールが増加してきており、諸外国と十分、連携・強調をしていくべきで
はないか。
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